









































































Annual Bulletin of Institute of Psychological Studies,



































1.  実習生は、（※）に掲げる事項について、保健医療、福祉、教育、司法・犯罪、産業・労働の 5つの分野の
施設において、見学等による実習を行いながら、当該施設の実習指導者又は教員による指導を受ける。















 具体的な施設については P19「法第 7条第 1号及び第 2号に規定する大学及び大学院における必要な科目の
うち実習を行う施設の候補」のとおり。





























































































































































































































































法を習得している」 （第 2回WT資料 2、p.3） こと
が挙げられている。また、学部の実習時間として

















































き台）」 （第 3回WT資料 1別添資料 2） （以下、た
たき台）では、Table 4に記載されている通り、
現行の「心理実践実習」で含められている項



























































宮脇構成員「… （ア） ～ （オ） ですけれども、大学
の実習先での （ア） とか （イ） というのは、大学生
の実習のレベルで心理検査をしたり、心理面接を
Table 5　 たたき台修正版「心理実習」に含まれる事項（第5回WT資料3、p.5）













































2） 第 1回、第 2回検討会の議事録はWebペー
ジのみのためページ番号は付さない。









ない具体的な支援に関わる事項 （ア） （イ） が削除
されている。この試案に実習施設に関する文言が
追加されたものが、 WTの素案としてまとめられ、
そのまま現行のTable 1となっている。
．「心理実習」のあり方と今後の課題
以上、「心理実習」の内容の決定プロセスにつ
いて報告書などの資料をもとに、議論を追ってい
くことで現行の内容に至る経緯が明らかとなっ
た。そこから、「心理実習」のあり方を考えると
以下のポイントが挙げられる。
「見学が主」「5分野を基本としつつも学部にお
ける実習は医療機関のみ必須で各大学の実情に合
わせる」「具体的な支援の実践的学習は大学院に
おいて行う」といった現行の内容は、必ずしも時
間的制限のみが理由ではなく、実習指導者や実習
施設確保の困難という現場の実情も考慮した上で
の暫定的な措置であったことがうかがえる。
したがって、今後暫定的な措置の見直しが想定
されることから、「心理実習」を単なる見学あり
きとして捉えるのではなく、これまでに学んだ多
職種連携や職業倫理および法的義務などをはじめ
とする領域共通の基礎知識への理解を深める機会
となるよう授業運営および実習指導を行っていく
ことで、大学院の「心理実践実習」における支援
の実践的学習がより円滑に進むものと考えられる。
なお、本研究はあくまで上記資料に基づく論考
に留まり、具体的な内容の提案までは行うことが
できなかった。本研究で参照した各検討会および
WTの議事録や資料には、臨床心理士だけでなく
精神保健福祉士や言語聴覚士などの既存の隣接諸
領域の国家資格が参考にされていた。今後はこう
した関連する国家資格の制度も参考にしつつ、
「心理実習」の具体的なあり方を検討していくこ
とが求められる。
いわやま　たかゆき（昭和女子大学人間社会学部心理学科）
